
和歌山県中小企業融資制度 令和２年２月１日付け改正

新型コロナウィルスの感染拡大を起因として、外国人観光客の減少等に伴う売上減少の影響を受ける
県内中小企業者を支援するために「経営支援資金（一般枠）」の要件を緩和。

新型コロナウィルスの影響により売上が減少した県内中小企業者への支援

３．最近３か月の平均売上高
又は平均売上高総利益が過
去３か年のいずれかの同期に
比べ５％以上減少している方。
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この改正により、新型コロナウィルスによる肺炎の影響で外国人観光客が減少したこと等により売上が
減少した県内中小企業者の方々は、従来の要件を満たすため、
売上減のまま３か月間を待たずとも、１か月間の減少実績（及びその先２か月間の減少見込み）
があれば経営支援資金（一般枠）を利用可能となる。

融資対象

３．最近３か月の平均売上高又は平均売上
高総利益が過去３か年のいずれかの同期に
比べ５％以上減少している方。
ただし、感染症法における「指定感染症」又は
知事が特に対応が必要と認めた疾病等に
よる影響で、売上等が減少している場合、
「最近３か月」ではなく
○ 最近１か月の売上等が５％以上減少

かつ
○ その後２か月を含めた３か月の平均
も５％以上減少と見込まれる

この２点により判定する。
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※ 今回は「知事が特に対応が必要と認めた疾病等」として新型コロナウィルスが指定されたため、２月１日より活用可能。
なお、感染症法における「指定感染症」とは、当該疾病のまん延により国民の生命及び健康に重大なおそれがある疾病を政令で定め
るもので、新型コロナウィルスによる肺炎は２月７日に指定感染症に指定・施行される予定。


